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（訂正）平成23年６月期 決算短信〔日本基準〕（連結）の一部訂正について 

  

平成23年８月８日に発表いたしました「平成23年６期決算短信［日本基準］(連結)」の記載内容に一部誤りがあ

りましたので、下記のとおり訂正いたします。なお、訂正箇所には下線を付しております。 

 

記 

【訂正箇所１】 

添付資料 ４ページ 

１．経営成績 

(2) 財政状態に関する分析 

③ キャッシュ・フロー指標のトレンド 

（訂正前） 

 

 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期

自己資本比率（％） 28.9 31.9 19.3 11.8 11.1

時価ベースの自己資本比率

（％） 
74.1 70.9 37.5 20.9 23.3

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
566.2 548.3 － － 1.7

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
7.3 7.0 － － 1.0

（注）１．各指標は、以下の算式により算出しております。 

     自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２．平成21年６月期及び平成22年６月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシ

オは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 



 

（訂正後） 

 

 平成19年６月期 平成20年６月期 平成21年６月期 平成22年６月期 平成23年６月期

自己資本比率（％） 28.9 31.9 19.3 11.8 11.1

時価ベースの自己資本比率

（％） 
74.1 70.9 37.5 20.9 23.3

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％） 
566.2 548.3 － － －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
7.3 7.0 － － 1.0

（注）１．各指標は、以下の算式により算出しております。 

     自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

２．平成21年６月期及び平成22年６月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシ

オは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載しておりません。 

３．平成23年６月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率は、1,000％を超えるため記載しておりません。 

 

 

【訂正箇所２】 

添付資料 ６ページ 

１．経営成績 

(4) 事業等のリスク 

⑮ 有利子負債依存度 

（訂正前） 

 

 当社グループは、自社所有駐車場の取得及び不動産等事業における土地仕入並びに建築資金の大部分を借入金で 

調達していることから、当連結会計年度末における連結有利子負債残高は3,967百万円であり、有利子負債依存度は 

66.0％となっております。今後、金利水準が上昇した場合には、支払金利負担が増加し、当社グループの業績及び 

財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

（訂正後） 

 

当社グループは、自社所有駐車場の取得及び不動産等事業における土地仕入並びに建築資金の大部分を借入金で 

調達していることから、当連結会計年度末における連結有利子負債残高は4,428百万円であり、有利子負債依存度は 

73.7％となっております。今後、金利水準が上昇した場合には、支払金利負担が増加し、当社グループの業績及び 

財政状態に影響を与える可能性があります。 

以上 


